
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

当事業所は、ご契約者に対して居宅介護支援サービスを提供いたします。 

事業の概要や提供いたしますサービス内容と契約上ご注意いただきたいことをご説

明いたします。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 



当事業所のサービス提供開始にあたり厚生省令第２８号第４条に基づいて説明する事項は次

のとおりです。また、当事業所では介護保険の基本理念の実現を目指して、介護サービス情報

を公表しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

※ 当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果、要介護状態区分が「要介護

状態」と判定された方が対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でも

サービスの利用は可能です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
契約者が居宅での介護サービスやその他の保健医療サービス、福祉サービスを適切に利用す

ることができるよう、次のサービスを実施します。 
○ご契約者の心身の状況やご契約者とそのご家族等の希望をおうかがいして、「居宅サービス

計画（ケアプラン）」を作成します。 
○ご契約者の居宅サービス計画に基づくサービス等の提供が確保されるよう、ご契約者及びそ

の家族等、指定居宅サービス事業者等との連絡調整を継続的に行い、居宅サービス計画の実

施状況を把握します。 
○必要に応じて、事業者とご契約者双方の合意に基づき、居宅サービス計画を変更します。 

☆居宅介護支援とは 



１．事業者 
（１）法  人  名  社会福祉法人追分あけぼの会 
（２）法 人 所 在 地  北海道勇払郡安平町追分青葉１丁目１０２番地 
（３）電 話 番 号  ０１４５－２５－２２３３ 
（４）代 表 者 氏 名  理事長 佐 藤 嘉 晃 
（５）設 立 年 月  平成 ４年 １月 ４日 
 

２．事業所の概要 
（１）事業所の種類  居宅介護支援 
（２）事業所の名称  羊ヶ丘陽光苑居宅介護支援事業所 
（３）事 業 所 番 号  ０１７０５１３８３２ 
（４）事業所の所在地  札幌市豊平区福住３条９丁目４番３２号 
（５）電 話 番 号  ０１１－８５８－３８８１ 
（６）管 理 者  今 野 香 里 
（７）開 設 年 月  令和 元年 ９月 １日 
 

３．事業実施地域及び営業時間 
（１）通常の事業の実施地域 札幌市全域 
（２）営業日及び営業時間 

営業日 月曜日から金曜日まで。１２月３１日から１月３日を除く。 
受付時間 月曜日～金曜日 午前９時～午後５時４５分 
サービス提供時間帯 月曜日～金曜日 午前９時～午後５時４５分 

 

４．職員の体制 

当事業所では、ご契約者に対して指定居宅介護支援サービスを提供する職員として、以下の

職種の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況> 

職   種 職 員 数 

１．管理者（兼務） １ 名 
２．介護支援専門員（兼務及び専従）   １ 名以上 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 
当事業所では、居宅介護支援として次のサービスを提供します。 
当事業所が提供するサービスについて、通常の場合、利用料金は介護保険から給付されます

ので、ご契約者の利用料負担はありません。 
 



（１）サービスの内容と利用料金 
①居宅サービス計画の作成 

ご契約者のご家庭を訪問して、ご契約者の心身の状況、置かれている環境等を把握したう

えで、居宅介護サービス及びその他の必要な保健医療サービス、福祉サービス（以下「指定

居宅サービス等」という。）が、総合的かつ効率的に提供されるように配慮して、居宅サー

ビス計画を作成します。 
 

   ≪居宅サービス計画の作成の流れ≫ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②居宅サービス計画作成後の便宜の供与 

・ご契約者及びその家族等、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行い、居宅サー

ビス計画の実施状況を把握します。 
・居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定居宅サービス事業者等と

の連絡調整を行います。 
・ご契約者の意思を踏まえて、要介護認定の更新申請等に必要な援助を行います。 
③居宅サービス計画の変更 

ご契約者が居宅サービス計画の変更を希望した場合、または事業者が居宅サービス計画の

変更が必要と判断した場合は、事業者とご契約者双方の合意に基づき、居宅サービス計画を

変更します。 
④介護保険施設への紹介 

ご契約者が居宅において日常生活を営むことが困難となったと認められる場合又は利用

③介護支援専門員は、契約者及びその家族の置かれた状況等を考慮して、

契約者に提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供

する上での留意点等を盛り込んだ居宅サービス計画の原案を作成しま

す。  

④介護支援専門員は、前項で作成した居宅サービス計画の原案に盛り込んだ指定

居宅サービス等について、保険給付の対象となるか否かを区分した上で、その

種類、内容、利用料等について契約者及びその家族等に対して説明し、契約者

の同意を得た上で決定するものとします。 

②居宅サービス計画の作成の開始にあたって、当該地域における指定居宅

サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に契

約者又はその家族等に対して提供して、契約者にサービスの選択を求め

ます。  

①事業者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担

当させます。  



者が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介護保険施設への紹介その他の便

宜の提供を行います。 
⑤利用者の居宅への訪問頻度の目安 

介護支援専門員が利用者の状況把握のため、利用者の居宅に訪問する頻度の目安は、利用者の

要介護認定有効期間中、少なくとも１月に１回、居宅へ訪問いたします。 
※ 訪問頻度の目安回数以外にも、利用者からの依頼や居宅介護支援業務の遂行に不可欠と認めら

れる場合で利用者の承諾を得た場合には、介護支援専門員は利用者の居宅を訪問することがあ

ります。 

（２）サービス利用料金 

①利用料金   

要介護度区分 
 

取扱い件数区分 
要介護１・２ 要介護３～５ 

介護支援専門員１人当りの利

用者の数が 45 人未満の場合 

居宅介護支援費Ⅰⅰ1 

１１，０８８円 

居宅介護支援費Ⅰⅰ2 

１４，４０６円 
〃  45人以上60人未満の場

合において、45以上 60未満の部分 
居宅介護支援費Ⅰⅱ1 

５，５５４円 

居宅介護支援費Ⅰⅱ2 

７，１８７円 

〃  60 人以上の場合の

場合において、60 以上の部分 

居宅介護支援費Ⅰⅲ1 

３，３２８円 

居宅介護支援費Ⅰⅲ2 

４，３０８円 

※ 当事業所が運営基準減算に該当する場合は、上記金額の 50／100 となります。 

45 人以上の場合については、契約日が古いものから順に割り当て、45 件目以上になった場

合に居宅介護支援費ⅱ又はⅲを算定します。 

 

各種加算について（条件に該当した場合、算定することとします。詳細は別紙参照） 

・初回加算 ・入院時情報連携加算（Ⅰ）（Ⅱ） ・退院・退所加算（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ） 
・緊急時等居宅ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ加算 ・ターミナルケアマネジメント加算 ・通院時情報連携加算  

②交通費 

通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用される場合

は、サービスの提供に際し、要した交通費の実費を徴収します。 
なお、自動車を使用した場合の交通費は、次の額を徴収します。 
・実施地域を越えて、その経路１㎞につき２３円。 
・事業所から往復を通算し、１㎞未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 
 

６．サービスの利用に関する留意事項 

（１）サービス提供を行う介護支援専門員 

①サービス提供時に、担当の介護支援専門員を決定します。 
②「利用者本位」、「高齢者の自立支援」、「利用者による選択（自己決定）」を柱に利用者が



生きがいを持ち在宅生活を継続できるよう、公平・中立な立場で支援します。 
③介護支援専門員が担当できる利用者の人数は、介護保険法に定める基準を遵守します。 

（２）介護支援専門員の交替  

①事業者からの介護支援専門員の交替 

事業者の都合により、介護支援専門員を交替することがあります。 
介護支援専門員を交替する場合は、ご契約者に対してサービス利用上の不利益が生じない

よう十分に配慮するものとします。 
②ご契約者からの交替の申し出 

選任された介護支援専門員の交替を希望する場合には、当該介護支援専門員が業務上不適

当と認められる事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して介護支援専

門員の交替を申し出ることができます。ただし、ご契約者から特定の介護支援専門員の指名

はできません。 

７．虐待防止のための措置に関する事項 
利用者及び関係者における虐待防止の対策を検討する委員会を定期的に開催し、その内

容・結果について、当該職員・関係者に対して、周知徹底を図ります。また、虐待防止のた

めの指針を整備・研修担当者を設置し、虐待防止のための研修を定期的に行います。 
 

８．身体拘束の適正化に関する事項 
利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならないこととし、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 
 

９．事故発生時の対応方法について 
利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の

家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 
また、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、

損害賠償を速やかに行います。 
  ご契約者本人の安否確認ができず、家族とも連絡が取れない時、生命の危険が予測される

可能性が生じた場合、警察、消防等の関係機関へ連絡し、共に安否の確認を行うことがあり

ます。 
 
 
 



１０．苦情・相談の受付について 

（１）苦情の受付 

当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 
○苦情・相談受付窓口 管理者（介護支援専門員）今 野 香 里  
○苦情解決責任者   施設長         藤 田 美香子 
○受付時間      月曜日～金曜日 ９：００～１７：４５ 

 
（２）苦情・相談の受付後の流れ 

当事業所は、第三者委員を設定するなど、速やかに公正に苦情が解決されるよう、独自に苦

情解決規定を設けております。この規定の概要、処理の流れは、別紙のとおりとなっておりま

す。 
 
１１．サービス事業者の選定 
（１）サービス事業者の選定にあたって、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介す

るよう求めることができます 

（２）利用者は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明

を介護支援専門員に求めることができます 

 
１２．医療機関との連携に関するもの 
（１）利用者が医療機関等に入院した際、その入院先（医療機関）に担当介護支援専門員の氏

名・連絡先を伝えるよう求めます 

（２）介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者から利用者に係る情報の提供を受けたとき、

その他必要と認めるときは、利用者の服薬状況・口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状

況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又

は薬剤師に提供いたします 

（３）介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利

用を希望している場合、その他必要な場合には、利用者の同意を得て、主治の医師等の意見を

求めます。またこの場合において介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成した際には、当

該居宅サービス計画を主治の医師等に交付いたします 

１３．サービス利用割合についての説明   
（１）前６か月間に当事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうち、訪問介護、

通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画

の数が占める割合について説明を行います 
（２）前６か月間に当事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護

等ごとの回数のうち、同一の指定居宅サービス事業所又は指定地域密着型サービス事業所によ

って提供されたものが占める割合（上位３位まで）について説明を行います 



 
＊前６か月間とは、前期（３月１日から８月末日まで）、後期（９月１日から２月末日まで）

とします  ＊説明は居宅介護支援の提供の開始に際し行います 
 
 
居宅介護支援サービスの提供の開始に際し、（職員 今野香里が ）本書面に基づき契約書・

重要事項説明書の説明をいたしました。 
 
 
令和   年   月   日 

 
【事 業 所】   

住  所 札幌市豊平区福住３条９丁目４番３２号 

             事業者名 社会福祉法人追分あけぼの会 

              羊ヶ丘陽光苑居宅介護支援事業所 

         

               代表者名 理 事 長    佐 藤 嘉 晃   ㊞ 

 

 
私は、本書面に基づいて事業者から契約書・重要事項説明書の説明を受け、居宅介護支援サ

ービスの提供開始に同意しました。 
 

【利 用 者（ご本人）】 
 （契約者） 
         

 
住  所                                       
 
氏  名                   ㊞ 

 
【ご家族・代理人】      

 
住  所                                        

  
 氏   名                          ㊞ 

 
（続柄       ） 



別 紙 
 

苦情（相談）申し出窓口設置のご案内 
 
社会福祉法第８２条の規定により、羊ヶ丘陽光苑居宅介護支援事業所ではご利用者、ご家族

様よりの苦情（相談）に適切に対応する体制を整えております。 

当事業所における苦情（相談）については、解決責任者、受付担当者、及び第三者委員を置

き利用者、ご家族様からの苦情（相談）に対応いたします。 
 

◇苦情（相談）受付の流れ 

Ｑ．苦情（相談）がある場合は、どうしたらよいのですか？ 

                   
 

Ａ． ・受付け事務所が窓口となり、電話及び書面などにより随時受付をいたします。 
又、第三者委員へ直接申し出る事もできます。 

 

Ｑ．受付けられた苦情（相談）は、どのように報告、確認されるのですか？ 

 

                 

 
Ａ． ・受付担当者が苦情（相談）を受付後、解決責任者及び第三者委員へ報告し、内

容を確認した後、申し出人に対して受付けた旨を通知いたします。 
 

相    談 報     告 

ご
利
用
者
・
ご
家
族 

ご
利
用
者
・
ご
家
族 

苦情（相談）解決責任者 ・ 第三者委員 



Ｑ．解決責任者へ報告された後は、どうなるのですか？ 

 
 
 
 

 
Ａ． ・解決責任者は苦情申出人と誠意をもって話し合い、解決に努めます。その際、

苦情申出人は、第三者が委員の助言や立会いを求めることができます。なお、第三

者委員の立会いによる話し合いは、次により行います。 
 ア．苦情内容の確認 イ．解決案の調整、助言 ウ．話し合いの結果や改善事項等の確認 

 

Ｑ．第三者委員とは、どんな人がなっているのですか？ 

                   
 
 
 
 
Ａ． ・第三者委員としては、社会福祉士、弁護士、民生委員等が苦情(相談)解決に 
あたります。 

 

Ｑ．居宅介護支援事業所にて解決できない場合は、どうなるのですか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〒062-0043 

札幌市豊平区福住 3 条 9 丁目 4 番 32 号 

羊ヶ丘陽光苑居宅介護支援事業所 

Ａ．羊ヶ丘陽光苑居宅介護支援事業所以外でも、下記に申し立てをすることができます。 
○札幌市豊平区役所              住 所:札幌市豊平区平岸 6条 10 丁目 1-1  

  (土日祝日除き 8:45～17:15 受付)  電 話:011-822-2400 

○北海道国民健康保険団体連合会    所在地:札幌市中央区南 2 条西 14 丁目 

総務部介護保険課企画・苦情係    電 話:011-231-5161 

(土日祝日除き 9:00～17:00 受付) 

○札幌市役所保健福祉局高齢保健福祉部 所在地:札幌市中央区北 1 条西 2 丁目 

介護保険課             電 話:011-211-2972 

(土日祝日除き 9:00～17:00 受付) 

 



TEL 011－858-3881・FAX 011－858-1150 
各種加算について 

 

① 初回加算 300 単位 

新規に居宅サービス計画を作成する場合。要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス

計画を作成する場合。要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成

する場合。 

 

② 入院時情報連携加算（Ⅰ） 250単位 

入院当日に介護支援専門員が、当該病院又は診療所の職員に対して必要な情報提供を行った場

合。（提供方法は問わない） 

③ 入院時情報連携加算（Ⅱ） 200単位 

入院後、３日以内に介護支援専門員が、当該病院又は診療所の職員に対して必要な情報提供を

行った場合。（提供方法は問わない） 

 

④ 退院・退所加算カンファレンス参加（有） １回目 600・2 回目 750・3 回目 900 単位 

退院・退所にあたり、入院期間中に病院等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報の

提供を求めること、その他連携を行った場合。（3回まで算定可能） 

 

⑤ 退院・退所加算カンファレンス参加（無） １回目 450・2 回目 600 単位 

退院・退所にあたり、入院期間中に病院等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報の

提供を求めること、その他連携を行った場合。（2回まで算定可能） 

 

⑥ 緊急時等居宅ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ加算 200 単位 

病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の職員と共に利用者の居宅を訪問し、カン

ファレンスを行い、必要に応じて居宅サービス等の利用調整を行った場合。（1 月に 2 回を限度

として算定できること） 

 

⑦ ターミナルケアマネジメント加算 400 単位 

在宅終末期で死亡日及び死亡前 14 日以内に利用者宅を訪問し、利用者の心身の状況などを記録

し、主治医及び居宅サービス計画書に位置づけた居宅サービス事業所に連絡調整した場合。 

 

⑧ 通院時情報連携加算 50 単位 

利用者が病院又は診療所において医師の診察を受けるときに介護支援専門員が同席し、医師等

に対して当該利用者の心身の状況や生活環境等の当該利用者に係る必要な情報の提供を行う

とともに、医師等からの当該利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計

画に記録した場合。 



 

【介護サービス情報の公表制度】について 

平成 18 年 4月に介護サービス情報の公表制度が始まりました。この制度は介護保険の理念で

ある利用者本位、高齢者の方の自立支援、利用者による選択をサービス利用の場合で実現する

ための仕組みです。 

（1）制度の趣旨・目的 

この制度は、利用者様または利用を検討している方に対して介護サービス事業所に関する統一

された項目による情報を提供するものであり、その情報をもとに利用者様自ら主体的に事業所

を比較・検討・評価して介護サービス事業所を選択できるように支援する目的としたものです。

また、介護サービス情報の公表制度は介護保険法第 115条の 29 から同 115 条の 37 に規定され

ています。 

（2）制度の仕組み 

介護サービス情報の公表制度には、大きく分けて、報告・調査・公表という、三段階がありま

す。報告とは、介護サービス情報について北海道知事の指定する指定情報公表センターに対し

て、報告を行うものです。事業所の職員体制やサービス提供時間等の基本情報項目と各事業マ

ニュアルの有無や研修実施記録の有無等の調査情報項目があります。調査とは、北海道知事の

指定する調査機関が、北海道に登録された調査員を事業所に派遣し、事業所から提出された報

告をもとに調査情報項目について客観的事実の有無を確認するものです。公表とは、事業所か

ら提出された基本情報項目と指定調査機関から報告された調査結果を、公表するものです。公

表は北海道介護サービス情報公表センターが行いインターネット上のホームページに情報を

掲載することによって行われます。 

（3）対象となる事業所 

訪問介護、訪問入浴、訪問看護、通所介護、福祉用具貸与、特定施設入所者介護（経費老人ホ

ーム、有料老人ホーム）、居宅介護支援事業所、介護老人福祉施設、介護老人保健施設 

 

■ 介護サービス情報の公表制度の仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公 表 シ ス テ ム 

インターネット 
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※サービス選択 
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（北海道介護サービス情報公表センター） 

※利用者の選択の資する情報として公表 
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